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はじめに
　イギリス理想主義の哲学者バーナード・ボザンケ（Bernard　Bosanquet，1848－1923）は，同時代のイ
ギリス社会の貧困問題や失業問題に関心をもち，それらを解決するための具体的な諸策を提案していた。
本稿は，ボザンケのそうした側面がより良く示されている「救貧法及び困窮救済に関する王立委員会」
（Royal　Commission　on　the　Poor　Laws　and　Relief　of　Distress）（1905－09）への彼の評価，とりわ
け，その委員会が内部分裂した末に提出する最終答申「多数派報告」（Majority　Report）と「少数派
報告」（Minority　Report）への評価を検討することで，従来，看過されがちであった彼の社会政策思
想の一端を明らかにしようとするものである。なお，この委員会及びこれらの両報告を巡る議論が，事
実上ボザンケとウェッブ（Sidney　Webb，1859－1947）の間で展開された論争であり，お互いが1890年
の「フェビアン協会」（Fabian　Society）での講演以来引きずっていた思想的衝突でもあったことから，
本稿の試みは今なお曖昧な面が多いとされているボザンケとウェッブとの関係をも明らかにするものと
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して正当化されるであろう（1）。それは同時に，従来のボザンケ研究において看過されてきた側面に光を
当てることから，本来的ボザンケ像の構築に貢献する試みになるであろうし，また，イギリス社会政策
史の観点から，当時のイギリス社会状況に複雑に入り組んだ思想状況，とりわけ，理想主義と社会主義，
社会政策思想との知的交錯状況の一端を明らかにする試みにもなるであろう②。
第1章　　「王立救貧法委員会」とボザンケ・ウェッブ
1．「王立救貧法委員会」
　ボザンケとウェッブの見解を検討する前に，その「王立救貧法委員会」及びそれが設置されるまでの
経緯について触れておく必要があろう。イギリスは，1834年の救貧法改正法＝新救貧法で中央集権制度
を確立し，救済を受ける貧民は救済を受けていない独立労働者の状態よりも低い状態で処遇されるとい
う劣等処遇の原則，さらにワークハウス以外での救済＝「院外救済」を認めないというワークハウスシ
ステムの原則で，救済を抑止的・刑罰的なものとして実施していた。しかし，救貧法行政の弛緩（院外
救済の再現），貧困の慢性化，慈善の無秩序な乱立に伴いその体制の限界が表面化し，政策に対する一
定の修正が必然的となった。その対応として，国家側から，救貧法と慈善との範囲についての公式見解
が明らかにされた，地方自治庁長官ゴッシェン（G．J．　Goschen）による「覚書」が1869年に出され，
慈善側からは既存の乱立する慈善を組織整理するのを目的とする「慈善組織協会」（the　Charity
Organisation　Society）が設立された。そしてその両者の間には，1870年代を通じて密接な協力関係が
もたれるようになった。しかし1880年代になり，イギリスが大不況に見舞われ大量失業が発生するとこ
うした体制で事態に臨むことは不可能になり，改めて国家側から地方自治庁長官チェンバレン（Joseph
Chamberlain）による「通達」が1886年に出され，従来の救貧法と慈善事業の2制度に加え，地方自
治庁が中心となって失業者救済のための公共事業を実施するようにという勧告が出された。しかし，不
熟練の臨時労働者がその地方当局になだれ込んだことから，最終的にそれも単なる救貧機関になり，逆
に，救貧法当局と無用の競合，対立が惹起されるようになった。さらに「慈善組織協会」の慈善の組織
化の失敗と結び付いて，事態は大混乱になった。そしてこうした混乱の克服がもくろまれたのが，上記
の3機関の連携等を唱える1905年8月の「失業労働者法」（Unemployed　Workmen　Act）であった。
しかし，それは失業者処遇にあたっては何らの新しい救済原則をもっておらず，そのため議会では左右
両側から種々の批判が噴出した。そしてその種々の批判をかわすために設置が決定されたのが「王立救
貧法委員会」であった。「失業労働者法」が3年間の時限立法（暫定的措置）とされたことも，委員会
が3年後に報告をまとめるという見地からなされた措置でありであり，これは結果的に問題を先送りす
ることになったのである〔％
　以上から理解されるように，委員会の設置は，1890年代以降救貧法行政が深刻な危機的状況に直面し，
劣等処遇の原則といった伝統的な機能が破綻をきたしてきたことへの認識が深化したことと同時にω，
失業労働者法案の審議に難航した保守党政府が事態の打開策として考え出したことに起因している。そ
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れゆえ，20名弱からなるこの委員会に付託された調査事項は「貧民の救済に関する諸立法の実施状況」，
「とくに深刻な産業不況の時期において，雇用の不足によって生じる困窮に対処するため救貧法の外部
で採用された各種の方策」についてであり，そのうえで「救貧法をどのように改正し，その行政をどの
ように改善し，もしくは困窮の対策としてどのような新しい立法が必要であるかを検討し，報告するこ
と」であった｛5〕。しかし，この委員会は途中内部分裂を来し，その結果多数派と少数派の2派が形成さ
れ，それぞれが別々の答申，すなわち，「多数派報告」と「少数派報告」を提出するという異常事態と
なった。そのために，委員会は最終的に現実問題への有効な方策は立てられなかったと言われれてい
る（6）。
2．「多数派報告」とボザンケ，「少数派報告」とウェッブ
　しかし，委員会が2派に分かれたとはいえ，それらは現行救貧行政に何らかの欠陥があること，そし
てそれを改善すべき時期に来ていることという基本的な認識では一致していた。また，貧民保護委員会
（Board　of　Gardians）の廃止，州（County）ないし特別市（County　Borough）へのその権限委譲・
資産移管，一般混合型ワークハウス（general　mixed　work－house）の解体，収容者の専門的施設にお
ける処遇，抑止的行政の改善と言った点では同意を見ていkc，｝。しかし，多数派は，民間の職業安定紹
介事業の全国的体系（anational　system　of　labour　exchanges），法定の公的扶助当局（a　public
assistance　sta七utory　authority），公的扶助委員会（public　assistance　commit七ees），そして自発的
援助委員会（voluntary　aid　commi七七ees）の設置等を提案し（Mαjority，422），1869年のゴッシェン
の「覚書」で示唆されたような国家（救貧法）と民間（慈善）の協同をもくろんだ。これに対し，少数
派は公的援助登録官（registrar）の創設，1834年モデルの全体的解体，窮乏の種々のカテゴリーに対
応する多元的な委員会の設置，窮乏に関する単一的カテゴリーの観念の放棄，そして労働能力者（able－
bodied）を処遇する別機関＝労働省の設置を唱えていた（Minority，1，208）｛8｝。
　ところで，この両報告の作成に深くかかわっていたのが，ボザンケとウェッブであった。「多数派報
告」の署名者には，「慈善組織協会」の有力なメンバーであり，かつ，ボザンケの妻であるヘレン・ボ
ザンケ（Helen　Bosanquet），ボザンケの親友である第2代事務局長ロック（Charles　Stewart　Loch）
らがおり，そのことから，「多数派報告」は「慈善組織協会」の社会的ビジョンを表したものと解され
（“COR”，395），モワット（Charles　Loch　Mowat）によって，それは「本質的に慈善組織協会の視点
を表現」するもので，「慈善組織の観念の究極的具体化」〔9）であると指摘されている。そして，その協会
の理論的指導者がボザンケであったことからe°，多数派の見解はボザンケの社会思想をも具体化したも
のと解された。実際，ウェッブは多数派を「バーナード・ボザンケによって導かれたヘーゲル主義者」
（OP，432）らにより唱導されているものと理解している。また，ボザンケの姪であるエレン・P・ボザ
ンケもヘレンへの書簡の中で，多数派の見解の中にヘレンと並んで「相当彼〔ボザンケ〕の見解がある
にちがいないと思っています」alと述べている。
　他方，「少数派報告」の署名者にはウェッブの妻ベアトリス・ウェッブ（Beatrice　Webb）がおり，
一81一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
事実上それは，その夫妻が作成したものといわれている。コール（Margaret　Cole）は，「少数派報告」
を「彼女がほとんど全部を一人でつくりあげた」ものとし，さらにその「実際の起草はシドニーがした」
としているca。また，　B・ウェッブ自身も，「少数派報告」は自分ら夫妻の中心的思想を表現した「ナショ
ナル・ミニマム」（National　Minimum）理論の「哲学的基礎」をもつものと理解している（OP，452．）。
さらに，ウェッブ夫妻が「フェビァン協会」の中心的人物であったことから，その報告は「フェビァン
たちの推進した意見を主導的に盛った」ものとも理解されているua。それゆえ，事実上，ボザンケによ
る少数派批判はウェッブ批判を意味し，ウェッブによる多数派批判はボザンケ批判を意味している。こ
の点を銘記したうえで，以下，ボザンケとウェッブの「戦闘」状況について見なければならない。
第2章　ウェッブのボザンケ批判一多数派批判と少数派擁護一
1．ウェッブの多数派批判＝：ボザンケ批判一1834年への回帰を巡って一
　ウェッブの多数派批判二ボザンケ批判，少数派擁護は，1909年4月の「ソシオロジカル・レヴュー」
（TheSociologicαl　Revieω）でのボザンケとの誌上討論及びその後救貧法解体のための政治的キャン
ペーンの一環として出版した「イギリス救貧法政策」において明示されている“4。ウェッブは，委員会
によってなされたこととして，1834年の原理の破棄，慈善組織協会により説かれてきた政策の知的破綻
の暴露，そして救貧法体系全体を「打ち壊し，粉砕し，破壊すること」（“EPL”，128）を挙げ，これら
の点における両派の見解の一致を強調した。さらに，ウェッブは前述の両報告の一致点に加え，「1834
年の救貧法の概念そのものがその活動面において消極的であり，積極的ではない」ということ，「救貧」
（Poor　Relief）を「公的扶助」（public　assistance）に，また，「ポーパリズム」（pauperism）を「要保
護性」（necessitious）へと用語法を改めること，さらに劣等処遇の原則やワークハウスシステムを放棄
すること，に関して両報告は一致を見ているとし，委員会の過去との決別の側面を強調した（“EPL”，
120－130）。
　また，ウェッブは，1907年の時点でイギリス救貧法システムから抽出される諸特徴，すなわち，救貧
申請者を身体的精神的改善により「治癒」するという「治癒的処遇」，ポーパーであるかいなかに関係
なく，国家が特定のサービスを受給者にすべて給付する「普遍的給付」，そして本人が好むと好まざる
とにかかわらず，個人を社会が最良と考える方法で扱う「強制」の3点を「1907年の原則」と呼び，そ
の原則においても多数派と少数派は同意を見ている，とした（EPP，270－1，267－8，　275－7）。
　しかし，ウェッブは，こうした見解に賛同しているにもかかわらず多数派はなお現実を直視していな
いとし，その態度に両報告の相違の根本を求めている。ウェッブは，前出の1834年の新救貧法の原則を
「レッセ・フェール学説の具体化」とし，その後現在（20世紀初頭）に至るまでに，その思想的超克を
背景として種々の公的機関が設置され，国家や共同社会が個人にたいして担う役割が大きくなってきた
ことを示唆する。その結果，1834年の原則は破棄されることになったが，他方では，旧来の救貧法体制
と，それとは別個に設置されてきた種々の公的機関，さらに民間の慈善団体が乱立する状況が生まれ，
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サービスや救済の「重複と混乱」が存在するようになった，とウェッブは説明する（“EPL”，133）。し
かし「委員の多数派は，両報告が明らかにしているサービスの二重性，諸機能の重複に関する諸事実に
直面していない」とウェッブは理解し（“EPL”，135），そこから，現状を「再構築する提案において，
2つの党派が別れる」と説明する。とりわけウェッブは，多数派の「公的窮乏当局」の設置の主張を，
窮乏を単一当局で扱おうとすることから従来の体制を保持するものと理解し，次のように言う。
　「そうこうしている間に，古い救貧法が〔従来の〕救貧委員会の役割そのものを担うことで“公的扶
助当局”の名の下で復興されるであろう。（中略）換言すれば，今，救貧法と新たな特殊化されたサー
ビスとの間に存するサービスの二重，機能の重複は改革されずに残ることになるであろう。そしてそれ
は〔多数派によって〕提案された新たな公的扶助当局の著しい拡張によって悪化されるであろう！」
（‘‘EPL”，135）
　こうしてウェッブは，多数派は改革を唱えつつも，重複や二重サービスを除くことを欲しておらず，
最終的には公的扶助当局の名の下で，旧態依然の救貧法体制を支持していると理解する。それにたいし，
ウェッブは少数派の提案を「カオスを秩序へと変えるように計算された計画と諸事実を綿密に突き合わ
せること」（“EPL”，137）とし，その例として「公的扶助登録官」の設置を挙げる。ウェッブはその登
録官を，重複や二重行政を体系的に調整し「今なお未収集のままである諸寄付」を体系的に回収するも
のと理解し，多数派の計画にはこの点が含まれていないと批判するua。
　さらにウェッブは，多数派が単一窮乏当局を示唆する根本要因をその窮乏の特別視に求め，そこから
ボザンケを名指しで批判する。ウェッブによれば，多数派が単一窮乏局を選択するのは窮乏を「社会的
自立の失敗」と理解し，こうした「失敗」の全範囲を通じて市民としての「性格」の欠陥という共通か
つ特有の問題が存在し，その共通かつ特有の問題を扱うための共通かつ特有の方法があると信ずるから
である。しかしウェッブは，窮乏に関して何一つ「共通の前兆」を認めず，「少なくともその直接的原
因は，ニーズ同様に種々異なっている」と理解する。ウェッブにとって窮乏は「国家の一部の病理状態」
であって，「その原因の各々を精確に観察・処置し得るもの」である。それに対し，多数派やボザンヶ
は窮乏を「根底にある一つの原因〔市民としての性格の欠陥〕の単なる多様な徴候であるにすぎない」
と考えている。そしてこうした多数派の窮乏に関する視座では，1834年の救貧法の原則，すなわち「ポー
パリズムの烙印」のみならず，「抑止」までもが存続されるとして，そこに「我々は1834年の原理に立
ち返っているのを見いだす」と理解するのである（EPP，　281）。
　また，ウェッブの夫人B・ウェッブもボザンケを名指しで批判し，その窮乏の道徳的扱いに異論を唱
えている。ウェッブ夫人は，窮乏者ないしポーパーの5分の2は子供（大部分は孤児）であり，彼らが
自らの道徳的欠陥により窮乏ないしポーパーになったとは考えられず，また，老人の窮乏に関しても，
1908年に「老齢年金法」が通過した今，その市民的・道徳的性格に鑑みて彼らを“窮乏局”に戻すのは
偽善的であり，さらに，労働能力者の貧困に関しても，失業が必然的に市民精神の欠陥の証拠であると
仮定する理由はなく，むしろ「社会環境の相対的欠陥」が主として失業の原因であると主張するae。そ
して彼女は，ボザンケや多数派の「性格」の欠陥に関する議論を「初期ヴィクトリアンを大いに喜ばせ
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る抽象的な諸議論」（PD，9）の一つとして嘲笑的に叙述する。
　さらに，ウェッブは，多数派が救済申請者たちを本人の意向や必要に関係なく，公的扶助当局か自発
的援助委員会に振り分け，かつ公的扶助当局の下で劣等処遇を実施するように提案していると理解し，
そこに「最大限の厳格さにおける1834年の原則へと回帰しようとする大胆な試み」（EPP，282）を見抜
いている。つまり，ウェッブは，諸事実の無視という多数派のスタンスが，公的扶助当局の設置，及び
それと自発的援助委員会との連携に表れており，その結果多数派は1834年の原則へと回帰していると理
解するのである。
2．ウェッブの政策提言一労働省等の提案一
　こうした多数派批判から，ウェッブは少数派に同調することで種々の政策提言を行っている。ウェッ
ブは現状における国家の役割について次のように言っている。
　「我々が理解することは，公的活動を，かつての抑止的諸条件の下での窮乏の単なる救済に限定する
代わりに，我々は国家があるセクションにたいしてあるセクションをあてがうことで，個人の環境への
積極的な干渉をますます引き受けていることである。また，国家がこの目的のために救貧法とは無関係
の一連の特定諸機関全体を創造していることである。」（“EPL”，131）
　そして，国家は「個人の発展に有害不都合な環境の創造を抑制する」ように努めており，こうした現
状を「個人と共同社会の間には相互の義務がある」という仮定に基づくものと理解して，ウェッブは次
のように言う。
　「個人は自分の役割を果たさねばならない。しかし，国家は無難には自らの役割を無視することがで
きない。我々は，市民生活の基準の普遍的維持は無事に個人の自己利益にゆだねられ得ないと信ずるよ
うになって来ている。」（“EPL”，132）
　こうしてウェッブは，今や国家や共同社会は個人の安寧のために独特の積極的な方策をもつ義務があ
ると考える。そしてそこから，ウェッブは独自に「抑止」に代わる「予防」の政策を提唱する。ウェッ
ブは，新たな予防政策のためには，教育，公衆衛生，職業紹介等に携わる諸当局や，慈善が重要な要素
となることを示唆したうえで，多数派の主張するような「単一の窮乏当局」があるかぎり，重複が存続
することから予防政策も不可能となると考え，改めて「公的扶助当局」の廃止を求める。ウェッブにとっ
て，今必要なのは「窮乏の有無による区分ではなく，与えられるべきサービスによる区分」である
（Minority，1，006）。
　さらに，ウェッブは少数派に同調して，労働能力者への国家レヴェルでの諸策を提言する。ウェッブ
は「労働能力者全体は，それが放浪者であろうと，ポーパーであろうと，はたまた失業者であろうと，
地方当局の所管から除外されるべきであり，そして今叙述された方法で（労働省である）国家的部局
（national　department）によって扱われるべき」と少数派は考えているとして，労働能力者の国家的
対処二労働省の提唱に同調する。そして多数派には「公的扶助当局」，「産業制度」（ワークハウスの生
まれ変わり），民間の職業紹介体系以外にはほとんど労働能力者に関する政策がなく，そこでは貧困問
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題が真正面から取り組まれていないと理解する（“EPL”，138）。ウェッブは，さらに少数派の諸策，す
なわち，景気循環対策としての国家的労働需要の整備，季節的景気変動の緩和に対処するための“季節”
的職業の調整，臨時労働者の大軍の常勤化，学童の学校教育及び職業訓練の時間の拡大及び彼らの産業
からの撤退，鉄道等の労働者の過剰労働時間の短縮，子供をもつやもめへの手当の増大，政府の補助金
の援助による労働組合保険の拡大，困窮者のための訓練施設，浮浪者のための抑留コロニーの設置といっ
た諸策を（Minority，　Pt．　ll，ch．　v），「諸事実に直面したもの」として高く評価する。そして，具体的
で「注意深く工夫された少数派報告の諸提案がますます労働組合，そして労働党の想像力を捕らえるで
あろう」として，少数派が今後優勢になって行くことを予見し，その主張に全面的信頼を寄せるのであ
る（“EPL”，138－9）。
第3章　ボザンケのウェッブ批判一少数派批判と多数派擁護一
1．ボザンケの少数派批判＝ウェッブ批判（1）一公的扶助当局を巡って一
　ボザンケの少数派批判＝ウェッブ批判は，前出の「ソシオロジカル・レヴュー」での誌上討論，及び
多数派への批判を視野に入れたその直後の論文において具体化されている。多数派は「救貧法を拡張し，
強化し，人道化すること」（MOjority，　366）を主張したが，ボザンケもこの方向に沿って議論を展開し
ている。ボザンケは，両報告には現行の行政を批判的に捉える点で一致点があるとしつつも，「にもか
かわらず，2つの報告書ははじめから環境の解釈において和解しがたい不一致」があるとして，ウェッ
ブよりも強く両者の相違点を示唆する。ボザンケは，多数派が諸悪の根源を救貧法体制そのものではな
く，その原理の「諸条件への調節の失敗」と見なし（“MR”，109），「彼らがその体系において見いだす
欠点は，健全な原理の適用に関する欠点」であるとして，救貧法体系や現行の救貧行政の基本原則に欠
点はないことを示唆する。さらにボザンケは「彼ら〔少数派〕は両報告が強調する諸悪の責任を，こう
した諸機関が管理するように求められるところの体系の根本的性質に負わしている」（“MR”，110）と
して，諸悪に関する現状認識から両者は異なっていることを示唆する。そしてボザンケは，社会改良，
彼の言葉では「社会治療」をなすためには「自己維持的性格への崇敬」がなければならないとして
（“MR”，114），各人に対して，社会により要求されるレヴェルで自分や自分の家族を維持して養うこと
を要求する。そしてボザンケは，こうした自分や家族の維持に失敗した人物は基本的な社会関係すら維
持できないものであるとして，そうした人物を市民的・道徳的性格の欠陥者と見なし，彼らを窮乏者，
あるいはポーパーと呼ぶ。そしてこの種の人物を扱うのが「公的扶助当局」であるとボザンケは論じ，
公的扶助の名の下で専門的サービスを扱うこの当局を「市民的集団生活の本質的機関」と理解し，単一
的「公的扶助当局」の設置に関する多数派の主張を肯定する。それゆえ，ボザンケは窮乏を特別扱いし，
自己維持や自己統御に成功している市民に提供されるものは，「窮乏ないし要保護性の者によって要求
される扱いから区別」されるとして窮乏に独特かつ共通の要素を認めている。
　「こうした〔多数派の〕提案全体は，共通で独特の方法で問題を扱うことを必要とするところの窮乏
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や要保護性の全範囲には，共通でかつ独特の問題があるという確信に基礎付けられている。」（“MR”，
116）
　そしてボザンケは，そうした「道徳的」な議論から，市民及び自己維持に失敗していない一時的困窮
者への援助を，健康診断，注意や勧告といった部分的・条件的な援助に限り，他方「窮乏を扱う際には，
それは別の方法である」として，彼らには物質的材料全般，生活の指導といった全面的な救済が与えら
れるべきとする。つまり，窮乏ないし要保護性の人物に要求される仕事・方法は，特定の医療サービス
や，教育サービスといった（条件的な）類いのものではなく，それは「全人格の治療であり，単に彼の
健康，ないし読み・書き・算術の欠如の治療」ではない「社会治療」により決定されるとボザンケは理
解する（“MR”，115）。そのうえで，ボザンケは，少数派は窮乏を共通の原理や方法が適用される独特
の特徴とは考えていないと指摘し，そうした視座では窮乏を扱うことは不可能であると論難する（“M
R”，110）。こうしてボザンケは，公的扶助当局の設置に関する多数派の主張に同調し，それを「社会治
療」の諸策の一環と理解する。実際，ボザンケはこうした多数派の主張を「革命」と称してその内容に
賛辞を贈っている（“MR”，116）。そして「社会治療」の提唱から理解されるように，ボザンケは，窮
乏は単一当局ではなく種々の公的サービスにより扱われるとする少数派の主張では，各専門に閉じこもっ
たエキスパートによる部分的な処遇・改善のみが期待され，真の「全人格的治療」は実現できないと考
えるのである（“MR”，121）at。
2．ボザンケの少数派批判＝ウェッブ批判（2＞一国家と慈善との連携を巡って一
　さらにボザンケは，「公的扶助当局」と「自発的援助委員会」との連携について論及している。ボザ
ンケは「公的扶助当局とそのサービスの外に，〔多数派の〕委員たちは，同一の仕事におけるある程度
の公的責務及び承認を受け入れる条件で，慈善の入場」を考えているとしたうえで，慈善は「公的扶助
と等しく市民的集団生活の本質的器官」であり，「直接に公的基金を利用する国家組織サービスのやり
方よりも，その方法において自由であり，またその計画において進取的」であるとする。さらにボザン
ケは，「社会改良の仕事における最善の方法及び配置は（中略）私的慈善の事業や発明性によっている」
（“MR”，112）として，慈善の意義を強調し，少数派を次のように批判する。
　「それ〔慈善〕に社会扶助計画の仕事を与えないことは，実際には，社会発明の主要な実験室を閉じ
ることである。このことは，（中略）分離報告書〔少数派報告〕において承認されているように思われ
る。」（“MR”，112－3）
　無論，ボザンケは，少数派も自発的事業，慈善の意義を認めているとする。しかし，彼は多数派に言
及しながら，さらに次のように言う。
　「しかし，多数派報告はさらに進んで，公的基金で賄われる公的援助装置の外部に自発的援助が体系
化されるべきことを望んでいる。だから自発的援助委員会を求める彼らの提案はこうしたもくろみにた
いしてである。」（“MR”，124）
　そしてボザンケは，イギリスでなされてきた膨大な仕事を「多数派報告が促進するのを好む体系に基
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ついて成功裡になされている仕事」（“MR”，125）とし，国家の中に占める慈善の重要な位置を改めて
次のように示唆する。
　「我々がすでに示したような特徴，方法，私的慈善の進取性，発明性というのは，国家組織の諸方法
への好ましい補助であることが示される。（中略）この方向〔社会治療の自発的サイドの発展〕に向か
うその時期〔最近50年〕の運動は，非常に重要でありかつ非常に強力であるように思われるがゆえに阻
止され得ないものである。」（“MR”，125－6）
　こうして，ボザンケは国家（公的援助当局）と民間（自発的援助委員会＝補助的機関）との分業，及
びそこに見られる「社会治療」を唱える多数派の見解が，時代の趨勢として今後も強力かつ有効なもの
であり続けることを確信する。それは，同時に少数派へのボザンケの懐疑につながっている。
　さらに，ボザンケは，ウェッブの批判の的であった1834年の原則への回帰について触れる。ボザンケ
は，「彼ら〔多数派〕は1834年の原則は消極的であるが，自分自身らのものは積極的であると観察して
いる」（“COR”，403）ことから，1834年の原則に見られる「消極的効果」と多数派の唱える「個人の回
復的処遇」との間には鋭いコントラストがあると指摘しつつも（“MR”，116），その両者の間には表面
的な断絶以上のものは存しないとして次のように述べる。
　「彼ら〔多数派〕は〔1834年の委員会と〕同一の仕事を継続していること，そして，市民の意志への
同一の信念に依拠していることを，自ら理解している。」（“COR”，403）
　「1834年の消極的長所に生命を与える積極的信仰は，今日の“個人の回復的処遇”を示唆する種々の
確信と断絶していない。」（“MR”，116）
　こうしてボザンケは，1834年の原則との内的連関を示唆する。さらに，ボザンケは，劣等処遇も「不
適切な処遇」ではないとして，その本質を差別的処遇により各人が自己維持を貫徹するという積極的効
果に求めている。「したがって，劣等処遇の原理は真に近代の公的扶助の原理と継続的であり，救済の
回復的目的を邪魔するような処遇の残酷さを含むものではない。」（“MR”，　117－8）こうして，ボザンケ
は多数派における劣等処遇の提唱を評価し（MOjority，432－25），1834年の原則を積極的に現代（20世
紀初頭）によみがえらせようとする。そして今求められるのは，「制度及び制度外部の両者において，
一般に・寛大な・と称される部分と対時する，一般に“厳格な”と称される部分の目標及び政策である」
（“COR”，404）として，厳格な1834年救貧法への回帰を示唆するのである。
3．ボザンケの少数派批判＝ウェッブ批判（3）一諸政策提言を巡って一
　さらに，ボザンケはウェッブが主張した政策提言に関しても反論を行っている。ボザンケは少数派＝
ウェッブが提案する「公的扶助登録官」に触れ，少数派は公的扶助当局と自発的援助委員会との連携を
一顧だにしないことから，その「公的扶助登録官」も有効に活用されていないと論ずる。そして，その
最善の方策は公的扶助当局と自発的援助委員会との連携の中にそれが位置づけられることとし，その結
果「諸君は，恐らく，記録官のより高い地位によって少し改善された，多数派報告の計画をもつことに
なる」（“MR”，122）と述べる。
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　さらにボザンケは，ウェッブの予防政策について，少数派にもよき予防手段の提案があることを認め
たうえで，なおそれを「問題把握の失敗」の事例とする。ボザンケは真の予防を次のように言う。
　「扶養家族の統御を含む自己統御と，親の代わりとして国家をもつこととの間には一一線がある。予防
法におけるあらゆるものは，この一線を明確にし続けることに存している。」（“COR”，406）
　こうしてボザンケは，真の予防は，各人自身による自己統御とパターナリスティックな国家干渉との
間の厳格な一線を明確にすることと理解する。しかしボザンケは，少数派はその一線に見られる窮乏な
いし要保護性とその他の市民との区別をなくし，前者を扱う国家と，市民精神への「自由なアピール」
から各人の偉大な力を引き出す「標準的な市民精神を支援する予防機関」との緊張をも解消するもので
あると理解して，次のように述べる。
　「少数派報告の提案のもとでなされ得る予防的なものすべてにとって，同じもの，あるいはよりよき
ものが多数派報告のもとでなされ得る。しかし多数派報告の諸提案のもとでなされ得る最善のものは，
少数派報告のもとではなされ得ない。というのは，効果的予防の諸条件がそれらによっては排除されて
いるからである。国家は効果的に情報を与え，アドバイスを与え得る。そして一般的安寧に必要な諸条
件を主張することで，ある標準を維持しうる。しかし，それは選抜された諸個人にカネの富を与えるこ
とはできない。（中略）そのさい，主たる予防力は弱められ，かつ破壊される。」（“COR”，407－8）
　こうして，ボザンケは，多数派の予防体系は少数派の提案をカバーしつつ，少数派が決して考えなかっ
た予防の力に訴えることができるとして，多数派の見解に少数派の限界を超える点があると考える。そ
してボザンケは，少数派の見解を「市民の失敗に関する一般的性質」を承認しそこなっているとして，
その主張を厳しく批判するのである。
　この点は，失業や労働能力者への少数派の諸策に関するボザンケの批判においても同様である。ボザ
ンケは，労働能力者を正面から扱っていることにおいては両報告とも同調しているとしつつも，なお
「諸観念の根本的確執」があるとして次のように述べる。
　「その結果，多数派報告においては，失業者は，労働能力者の中のすべての要保護性人物を扱う公的
扶助と自発的援助が取り扱う範囲に入る。分離〔少数派〕報告書においては，病気を除く労働能力者の
中のあらゆる要保護性人物は，主として失業者を扱う為に構成された別の当局〔労働省〕が取り扱う範
囲に入る。」（“MR”，125）
　そして，ボザンケは労働能力者を要保護（窮乏）か否かで分類することで，あくまでそれには救済事
業が関係するとし，ウェッブの主張するような窮乏も困窮も一緒くたにした労働省を通じての国家レヴェ
ルでの処遇に異論を唱える。それは同時に，ボザンケが多数派の「協同」「回復」「差別」という労働能
力者処遇の3原則に同調することを意味している（MOjority，　Pt．　VI，paras，610，615）。
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第4章ボザンケ対ウェッブー比較検討一
　このようにして，ボザンケとウェッブはそれぞれの見解を述べ，お互いの主張を批判した。ウェッブ
は救貧法体制の根本的解体を企図したが，ボザンケは救貧法を保持しつつ，（1834年の原則に回帰する
ように）その厳格な適用をもくろんだ。また，ウェッブは，窮乏を性格の欠陥として特別扱いすること
をやめ，そこから，窮乏を扱う単独的な公的扶助当局の設置やその当局と連携する自発的援助委員会の
設置に反対した。他方，ボザンケは窮乏を「市民的性格」の欠陥と捉え，それを別個かつ単独的に扱う
公的扶助当局と，健全な市民精神＝性格を保持している困窮を扱う自発的援助委員会の設置を唱え，
「社会治療」をなすために官民両サイドの連携的体制を唱えた。また，ウェッブは，窮乏をも含んだ全
般的な貧困や失業に対処するために，諸サービスの調整を行う公的扶助登録官の設置や労働能力者を一
手に引き受ける労働省の設置を主張し，国家レヴェルの政策を提言した。それにたいし，ボザンケは，
貧困や失業をあくまで道徳的原因によるものと理解し，基本的には新たな省庁を設けることなく，公的
扶助と慈善という従来の枠組みの中で貧困や失業に対処すべきと主張した。
　こうした貧困や国家干渉を巡る議論には，ヴィンセント（Andrew　Vincent）の指摘のように，貧困
の原因，そして国家干渉の役割などを巡る見解の分裂が具現されているas。ウェッブは，貧困を個人の
性格的・道徳的問題に還元しないで，窮乏と困窮を同レヴェルで扱い，それを「社会問題」として認識
して，公的扶助登録官や労働省といった国家レヴェルの政策でそれを予防し，かつそれに対処すること
が国家の「義務」であると主張した。他方，ボザンケは，貧困を個人の性格の問題に還元して，道徳的
観点から窮乏を困窮から分け，貧困を「社会問題」ではなく道徳的な「個人的問題」として認識し，救
済を窮乏に限定することが国家の「義務」であり，健全な市民の貧困（困窮）には国家ではなく民間
（自発的援助委員会）が対処すべきであると主張した。つまり，両者の見解の相違は，ウェッブのよう
に，貧困を積極的な国家干渉を必要とする「社会問題」と捉えるか，ボザンケのように，国家による個
人への過剰な干渉（貧困対策）を各人の道徳への脅威と考え，貧困を国家が干渉してはならない各人の
内面の問題，すなわち，「個人的問題」と捉えるかに存している。それゆえ，積極的な貧困対策を唱え
るウェッブと，そうでないボザンケとの見解の相違は，その根本的な問題認識・価値観が相違している
がゆえに，その根は相当深いものと考えられ，最終的にはかみ合わない議論に終始したという感が禁じ
得ない。
　ところで，上記のように，救貧法体制をラディカルに否定し，貧困を「社会問題」として認識したウェッ
ブの主張には，新しい貧困観に基礎付けられた革命的な社会政策の提唱がある。その点をモワットは，
救貧法委員会を「旧観念と新観念との戦場，つまり窮乏を救済する救貧法と，不幸を防護する多様なサー
ビス，すなわち福祉国家の前兆との間の，戦場」caとして，ウェッブの主張に福祉国家の土台を見いだし
ている。また，ウッドルーフ（Kathleen　Woodroofe）も，ウェッブ自身が示唆したように，少数派の
提案に「ナショナル・ミニマム」の基礎を理解し⑳，そのより積極的な側面を指摘している。それゆえ，
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ウェッブの主張は，その後のイギリスの福祉国家成立の土台を提供するものであるという意味で，極め
て画期的なものと見ることができる。
　反対に，従来のように貧困を「社会問題」ではなく「個人的問題」と理解していたボザンケは，窮乏
を特別扱いする1834年の原則に固執し，劣等処遇や抑止の原理の現代への復興を唱えることからも理解
されるように，なお旧観念に縛られ続け，積極的な社会政策の提唱，あるいは国家による福祉の基礎付
けに失敗したと言える。しかしながら，そのことは，ボザンケが国家干渉を全面的に排除していたこと
を意味しない。ボザンケは，人格の発展のための「妨害を妨害する」ことに国家干渉の意義を見て
（PTS，178），国家干渉を排除する視座を謬見としているし（CC，362），また，住宅，賃金，教育装置は
「妨害の妨害」としての国家の扱う範囲と，意志の自発的・私的領域との微妙な範囲を占めるものと理
解している（PTS，184）。それゆえ，ボザンケは国家干渉の排除を唱えたのではなく，むしろ，既存の
諸制度を保持しつつ，自発的援助委員会を尊重することで，国家と両輪で活躍が期待される慈善や民間，
自発的な社会活動を重視，あるいは現代的に言い直せば，民活路線を提唱しているといえる。ガウス
（Gerald　F、　Gaus）やオッター（Sandra　den　Otter）の言葉を借りれば，ボザンケは公的扶助当局に
象徴される国家や共同体と，自発的援助委員会において象徴される個人や個性とのジレンマ・緊張を具
体化しているともいえる（21》。そしてこの民間重視は，ルイス（Jane　Lewis）の指摘のように，個人の
習慣を変えることが，社会の進歩を確実にする唯一の方法を構成するという確信に基礎付けられたもの
であるがゆえに⑳，彼の主張は，あくまで個人の道徳的発展を期待し，（ウェッブの労働省の提唱，そ
して最終的なソ連礼讃で示されるような）国家サービスの拡充による国家や官僚主導の貧困解決を期待
しない点に求められる。同時に，それは「フェビアン社会主義」や社会主義そのものに内在する国家主
導の傾向へのボザンケの批判でもあり，その点は，かつてエンゲルスがプロレタリアートにたいするブ
ルジョアジーのもっとも公然たる宣戦布告としてマルサス人口論と並んで挙げた（z3），1834年救貧法へ
の積極的評価にも表れている。イギリス理想主義，及びボザンケの「哲学」，形而上学は，それが人格
の成長に訴えることから，人間の内面的成長を厳しく要求するものであるがω，その点は，各人の市
民的性格の重視という観点から，当時の社会状況，社会問題に対する彼の見解においても明示されてい
るのである。それゆえ，ここにボザンケの哲学での抽象的な議論が具体的な社会政策思想にも整合的に
顕現している点，及び，ボザンケの思想が体系的かつ有機的に統合されている点が看取されよう。
おわりに一論争終わって一
　ところで，前述のように，「王立救貧法委員会」の現実政府への影響は，その報告が分裂したことに
もからんでほとんど表れなかった。ウェッブの先見性が確認されるのは，2つの世界大戦と資本主義の
危機を挟まなければならず，その具体的な政策として日の目を見るにはまだ相当時間を待たなければな
らなかった。他方，「多数派報告」に関しては，外見的にのみ，それも若干の程度でその影響が報告書
提出直後の政策に見られた。リベラル・リフォームの頂点ともいわれる，ロイド・ジョージらが推進し
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た1911年の「国民保険法」で採られた路線は，救貧法と連続関係にあることなどからなお多数派的なも
ので，それはむしろ少数派へのアンチテーゼであった。そして結果的に，委員会の救貧行政への影響は，
差し当たり外見的には「多数派報告」の線での「救貧法の人道化」として量的な改善が行われた〔25）。
それゆえ，ボザンケの主張が，救貧法を前提とした改革という観点からの多数派擁護，少数派批判であっ
たことから，「国民保険法」は，ボザンケの視座と何らかの一致点を含んでいるといえる。ボザンケが
「自由党」シンパ（26）を自認するゆえんである。
　他方，ウェッブは，救貧法廃止のキャンペーンを行ったものの，こうした現実を前にして，少数派の
見解が政府への影響力をもたず，社会改革の担い手として期待していた自由党への「浸透」戦術が失敗
に帰したことを悟り，さらに，1890年代以降保持してきたハイ・レヴェルの政策形成過程への自己の影
響力が失墜したことを理解し，自らの思想と行動を問い直すようにせまられた（m）。それは，自らの政策
をより社会主義的なものに変更させ，最終的にはソ連を礼讃する土台を提供する契機となった。しかし，
前述のように，ウェッブの諸説に内在する種々の提案は，やがてイギリスや先進国の社会福祉制度，福
祉国家の形成に大きな貢献をなし，後世に忘れ去られることなく，その思想は制度化されて行った。そ
れは，ボザンケの主張が現代福祉社会において重要視されなくなったこと，そしてイギリス理想主義哲
学そのものが忘れ去られてゆく過程と軌を一にしているのである。
註
※「多数派報告」，「少数派報告」，ボザンケ，ウェップ夫妻の文献に関しては以下のものを使用し，引用部分の最
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　Hampshire：Gregg　Revivals，1993）．
・CC＝　The　Civilization（，f　Christendom（1．ondon：Swan　Sonnenschein，1893）．
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（4）Jos6　Harris，σnemplymentαnd　Politics（Oxford：Clarendon，1972），p．247．小山路男『西洋社会事
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　p．164．
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　究論集」第4号，1996年）1－20頁参照。
QO　E．　P．　Bosanquet　to　Helen　Bosanquet，19　Feb．1909，　Bosanquet　Papers，　cited　by　A．　M．McBriar，
　An　Edωαrdiαn　Mixed　Doubles　：　the　Bosanquets　versus　the　Webbs（Oxford：Clarendon，1987），
　p、285．
働　マーガレット・コール，久保まち子訳「ウェブ夫人の生涯』（誠文堂新光社，1982年）131頁。マクブライアは，
　少数派作成でのウェッブ夫妻における連携が，多数派作成でのボザンケ夫妻にも存していたかどうかについては
　定かでないとしている。McBriar，　op．　cit．，1987，　p．285．
03）木村正身「フェビアン社会主義の社会政策思想」（「香川大学経済論叢」第51巻第3・4号，1978年）41頁。
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